
核 の 推 進 に つ い て策対結
現状と課題

○ 官民一体となつた取組により、年間の結核患者発生数等は大幅に減少している。

【年間の縮核患書発生数】
昭和26年 :約60万人 → 平成21年 :約2万 4千人

【結核の死日順位】
昭和25年 :1位 → 平成21年 :24位

Oし かし、結核は依然として我が国の主要な感染症であり、世界的に見ても、結核中まん延国との

位置づけ。

【罹患率 く人口10万対)】  平成21年 :日 本190(米国43、 英国130、 フランス86、 カナダ47、 スウェーテ・ン54)

O特 に近年、新たな課題がみられており、引き続き、予断を許さない状況。

【近年の新たな課目】
・結核病床や結核を診療できる医師の減少  ・結核に対する認識の低下等による受診の遅れや診断の遅れ
・抗結核薬に耐性を有する多剤耐性結核の発生 ・住所不定者や外国人など結核ハイリスク層の感染
・都市部における若者の感染      ・高齢者の結核再発 等

具体的対策

9潔鷲突鍵程菫撮菅
g讐

遷諮顎産融 箇讐:公
費負担医療等の総合的な結核対策について、他の感染症と同

Ⅷ 孵 禦 輻 稀 鵬 濫 含異恐霞稿 爆 柵 瀬 嘉 赳 辮 豫 柵

°
1留喫         麟籍3馨署姿貴層蓬驚馨異霜景

において予防計画に反映させる。(結核病床

HttL∨-1総含対策の骨子

回、地方公共団体、医療機関、患者団体等の密接な連携を図り、HTLV-1対 策を強力に推進
●厚生労働省 :

・HTLV-1対策推進協議会の設置
患者、専門家等が参画し、協議会での議論を踏まえて、総合対策を推進

,省内連携体制の確立と、窓口担当者の明確化

●都道府県:HTLV-1母子感染対策協議会

●研究班 :HTLV-1・ ATL・ HAMに関連する研究班の総括的な班会議 研究班の連携強化、研究の戦略的推進

1感 染予防対策
○全国的な妊婦のHTLV‐1抗体検査と、保健指導の実施体制の整備
○保健所におけるHTLV‐ 1抗体検査と、相談指導の実施体制の整備

2相 談支援 (カ ウンセリング )

OHTLV‐1キヤリアやATL・ HAM患者に対する相談体制の整備
・相談従事者への研修の実施やマニュアル等の配布
※相談体夕の構築やデ斐 吻 卜痰寺tこおι【 庁者団体諭効物

`得
な力ち実施

3医 療体制の整備
○検査精度の向上や発症リスクの解明に向け、標準的なHTLV‐ 1ウ イルスのPCR検査方法等の研究の推進
OATL治療に係る医療連携体制等の整備、地域の中核的医療機関を中心としたHAMの診療体制に関する情報提供
OATL及 びHAMの 治療法の開発・研究の推進、診療ガイドラインの策定・普及

4普 及啓発・情報提供
○厚労省のホームベージの充実等、国民への正しい知識の普及
○母子感染予防のため、ポスター、母子健康手帳に挟むリーフレット等を配布
○医療従事者や相談担当者に対して、研修等を通じて正しい知識を普及

5研 究開発の推進
O実態把握、病態解明、診断・治療等の研究を総合的・戦略的に推進
OHTLV‐1関連疾患研究領域を設け、研究費を大幅に拡充
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昨年の帝京大学医学部附属病院における多剤耐性アシネトパクターの院内感染事例等を踏
まえ、多剤耐性菌対策の着実な推進を実施。

昨年10月 の厚生科学審議会感染症分科会感染症部会における審議を踏まえ、国民の関心

が高く、諸外国の状況からも増加の懸念される薬剤耐性アシネトパクター感染症について、緊

急に全国的な対策を促す観点から、その動向を幅広く把握するため、感染症法の五類感染症

に位置づけ、定点医療機関で発生動向を把握する対象疾病に指定すべきとされたことから、所

要の省令改正等を実施。

0感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を改正する省令 (平

成23年厚生労働省令第6号)の概要

・「薬剤耐性アシネトパクター感染症Jを五類感染症に指定し、基幹定点の医療機関において、発

生動向を把握する対象疾病とする。

・届出対象となる医療機関:全国の基幹定点として指定されている医療機関。

・届出基準の概要 :広域β―ラクタム剤、アミノ配糖体、フルオロキノロンの3系統の薬剤に耐性を

示す薬剤耐性アシネトパクター属菌による感染症患者 (死亡者を含む)について、月単位で届出

を行う。

・施行日:平成23年 2月 1日 。

○指定基準
各都道府県 1か所 2床
*平成11年 3月 19日健医発第457号厚生省保健医療局長通知「感染症指定医療機関の指定

について」参照

○現状
指定済

未指定

31都道府県

36医療機関 69床
*平成22年 4月 1日 現在

16県

平成18年 7月 総務省より第一種感染症指定医療機
関の指定が進んでいないことについて勧告

未指定の県においては医師会、医療機関関係者等と
の調整により早期の指定

○補助金の活用
・保健衛生施設等施設・設備整備費補助金(感染症指定医療機関)

・医療施設運営費等補助金 (感染症指定医療機関運営事業)

*国立病院機構等についても都道府県より交付可能
*平成19年 3月 12日 健発第0312004号厚生労働省健康局長通知「感染症指定医療機関の指
定の推進について」参照
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●狂犬病予防対策
*長い潜伏期の後に発症するとほぼ100%死亡。
*世界では年間55000人が狂大病で死亡
*日本でも2006年に輸入感染症例 2例

狂大病予防法に基づく犬の予防注射率

年 登録頭数 (前年比 )(a) 予防注射頭数 (前年比)(b) 接種率 (b/a)
９

　
０

１

１

　
２

　
２

6,739,716(102%)

6,804,649(101%)

6.880.844 (101%)

5,097,615(104%)

5,095,903(100%)

5,112,401 (100%)

６

　
５

４

７

　
７

７

国内飼育犬の登録・予防注射の徹底、
万が一の侵入に備えた危機管理体制の確立が必要

●獣医師の届出対象感染症について

1類感染症 :エボラ出血熱 、ペスト、マールブルグ病、
2類感染症 :重症急性呼吸器症候群 (SARS)、 インフルエンザ (H5Nl)、

結核
3類感染症 :細菌性赤痢
4類感染症 :ウエストナイル熱、エキノコックス症

獣医師より届出を受けた都道府県』Lいては、感染症法に基づき、
*積極的疫学調査の実施
*ねずみ族・昆虫等の駆除等のまん延防止措置
*人への感染防止のための所要の措置
が必要
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その他

(1)蚊が媒介する感染症対策等について

*チクングニア熱

平成22年 10月 の厚生科学審議会感染症分科会感染症部会における審

議を踏まえ、そのまん延防止の観点から、感染症法に基づく四類感染
症及び検疫法に基づく検疫感染症として指定し、平成23年 2月 1日 より施

行。チクングニア熱は帰国者での感染が増加傾向にあり、各自治体に

おいても発生の探知等について留意が必要。

(2)動物の輸入届出制度について

輸入動物(哺乳類と鳥類対象。)を 由来する人への感染症の感染防止を目的
に、平成17年 9月 1日 から施行。万が一感染症に感染している疑いのある動物
の輸入が判明した場合は、感染症法に基づき、積極的疫学調査や人への感
染防止のための所要の措置について、各自治体の協力が必要。

国が所持を把握

○エボラウイルス
〇クリミア・コンゴ出血熱
ウイルス
〇痘そうウイルス
○南米出血熱ウイルス
○マールブルグウイルス
○ラッサウイルス

法人のみ所持(施設を

及び機受けが可能
0運搬の届出(公安委 )

〔所持等の許可〕
《二種病原体等》

OSARSコ ロナウイルス

こ炭疸菌
●野兎病菌
0ペスト菌
Cボツリヌス菌
(lボ ツリヌス毒素

《三種病原体等》

OQ熱コクシエラ、○らI大病ウイルス
0多剤耐性結核菌

0コ クシジオイテス真菌、Oサル痘ウイ
ルス、○腎症候性出血熱ウイルス、
O西部ウマ脳炎ウイルス、0ダニ媒介脳
炎ウイルス、Oオムスク出血熱ウイルス
Cキ ヤサヌル森林病ウイルス、O東部ウ
マ脳炎ウイルス、C)ニパウイルス
O日本紅斑熱リケッチア
○発しんチフスリケッチア
〇ハンタウイルス肺症候群ウイルス
OBウ イルス、O鼻疸菌、Cプルセラ属
菌、0ベネズエラウマ脳炎ウイルス
〇ヘントラウイルス
○リフトパレーウイルス、○類鼻疸菌
Oロ ッキー山紅斑熱リケッチア

〔基準の遵守〕
《四種病原体等》

C'イ ンフルエンザウイルス {血清亜
型がH2N2の もので新型インフルIンサ
等感染症の病原体を除く)

○インフリレエンザウイルス (血清亜
型がH5Nl H7N7の もので新型インフル
エ方 等感染症の病原体を除く|

○新型インフルエンザ等感染症の
病原体

O黄熱ウイルス
l~ク リプ トスポリジウム

C結核菌 (多剤耐性結核菌を除く)

Cコ レラ菌
0志賀毒素

O赤痢菌属

●チフス菌
●腸管出血性大腸菌
CパラチフスA菌
Cポ リオウイルス

IL堕整 攣 ■2_」
~~~1

: じウエストナイルウイルス  |
1 0オ ウム病クラミジア    |
I Cデングウイルス      I
I C日 本脳炎ウイルス    I

(以上 17)

○ 病 原 体 等 に 応 じた 施 設 基 準
‐`
、保 管、使 用、運 搬、滅 菌 等 の 基 準 (厚 生 労 働 省 令)の 連 守

○ 厚 生 労 働 大 臣 等 に よる報 告 徴 収、立 入 検 査
○ 厚 生 労 働 大 臣 に よる改 善 命 令
O改 善 命 令 違 反 等 に 対 す る罰 則   ※一部の施設基準については、平成24年 3月 31日 まで経過措置
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病原体等の管理における緊急時の対応のために

【想定される緊急時】
・災害 (地震、火災、交通事故等 )

・事故 (盗取・所在不明等)

→発生時には迅速口的確な対応が必要

(日 常からの副|1練 )

●生物テ回の発生や災害等により病原体等が流出したケースを
想定した緊急対応マニュアルを示し、保健所その

他の関係機関が住民の健康を守るために迅速かつ的確な対応
がとれるようその周知を図るとともに、実地訓練の実施を促進す
ること。 (第 165回衆議院厚生労働委員会附帯決議)

新たな一種病原体等の追加 (政令改正)

新たに確認されたエボラ出血熱及び南米出血熱の病原体について、一種病原体等及び
特定一種病原体等に追加

・エボラウイルス属ブンディブギョエポラウイルス
・アレナウイリレス属チヤパレウイルス

施行日:平成23年 1月 24日

【円滑な病原体等の運搬のために】

「病原体サーベイランスにおける協力依頼について」の発出

(平成20年 10月 10日 付け健感発第1010001号厚生労働省健康局結核感染症課長通知)

病原体検出時の適切な対応の周知

病原体サーベイランスの協力依頼

引き続き、関係機関と連携し、サーベイランスの推進について協力願いたい。

円滑なサニベイランスに向けて
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健康局 疾病対策課

平成23年度難病対策関係予算案の概要
○難治性疾患克服研究事業等 100億 円 (100億 円 )

根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない難治性疾患に対して、重点的・効率的に
研究を行うことにより、病状の進行の阻止、機能回復・再生を目指した画期的な診断・治療法の開発を行い、患者の
療養生活の質の向上を図る。 (難治性疾患克服研究事業 :80億円)

また、元気な日本復活特別枠の「健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェク トの推進 (難病、
がん、肝炎等の疾患の克服 (う ち難病関連分野))」 において、次世代遺伝子解析装置を用いて、難病患者の全遺伝
子を極めて短期間に解析し、早期に原因解明及び新たな治療法・開発を推進する。

○特定疾患治療研究事業

(元気な日本復活特別枠 :20億 円)

280億 円 (275億 円 )

原因が不明であって、治療法が確立していない特定疾患に関する医療の確立、普及を図るとともに、患者の医療費
の負担軽減を図る。

○難病相談・支援センター事業 166百 万 円 (265百 万円)

難病患者のもつ様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、都道府県毎の活動拠点となる「難病相
談・支援センター」を設置し、地域における難病患者支援対策を一層推進する。

(全国47ヶ所に設置)

○重症難病患者入院施設確保事業 154百 万 円 (179百 万円)

都道府県毎に難病医療連絡協議会、難病医療拠点病院・協力病院を設置し、入院治療が必要となつた重症難病患者に対
する適切な入院施設の確保等を行う事業の他、在宅療養中の重症難病患者のレスパイト入院のための病床を確保するため
の事業を行うことにより、難病医療体制の整備を図る。

○難病患者等居宅生活支援事業 207百 万 円

地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病患者等の自立と社

(207百 万 円 )

～
1カ,済凛翠電姦舞度予算額
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難治性疾患克服研究事業

※ 平成21年度は177疾患が対象
平成22年度は214疾患に対象が拡大

重点研究分野 {※ 1)

(革新的診断・治療法を開発 )

研究奨励分野

<平成21年度新設>
臨床調査研究分野

(130疾 患 )

横断的基盤研究分野 (※ 1)

(疾患横断的に病因・病態解明)4要素を満たす疾患のうち臨床
調査研究分野に含まれないもの
であって、これまで研究が行わ
れていない疾患について、実態
把握や診断基準の作成、疾患概
念の確立等を目指す。

・希少性 (患者数5万人未満 )

・原因不明
・治療方法未確立
・生活面への長期の支障

の4要素を満たす疾患から選定
し原因究明などを行う。

・骨髄線維症
・側頭動脈炎
・フィッシャー症候群
・色素性乾皮症

・ライソゾーム病
・特発性間質性肺炎
・表皮水疱症
・筋萎縮性側索硬化症

(56疾患 ※ 2)

臨床調査研究分野のうち、治
療が極めて困難で、かつ医療
費が高額な疾患について、医
療の確立、普及を図るととも
に、患者の医療費負担の軽
減を図る。

指定研究
(難病対策に関する行政的課題

※l l「 11■ lt'メ千及ll‖4り「白り■‖}‖ |ザぎソ「′)'1象メ|:■ t、 臨 IFl査 |‖

`じ

分野′)k「

`ti■
[Jし

※21わせ墳世″)|〔 ,「 t■ tに 1(5611:1■ 他、而友:111こ ■治11■ ,こ ltを 含む

難 病 に 関 す る 研 究 の 概 要

平成23年度予算(案 )100億 円

難治性疾患克服研究事業
80億円

研究奨励分野

4要素を満たす疾患のうち臨床調査研究
分野に含まれないものであって、これま
で研究が行われていない疾患について、
実態把握や診断基準の作成、疾患概念の
確立等を目指す。 <平成21年度創設>

※対象疾患
平成21年度¬77疾患
平成22年度:214疾患

元気な日本
復活特別枠
20億円

魔群熙鷺〕
重点研究分野

革新的診断・治療法を開発

横断的基盤研究分野

疾患横断的に病因・病態解明

指定研究

難病対策に関する行政的課題
に関する研究

※外国人研究者の招へいや外国への日本人研究者派遣により、海外との研究協力及び連携を推進する。

臨床調査研究分野

・希少性 (患者数5万人未満)

・原因不明
・治療方法未確立
・生活面への長期の支障

の4要素を満たす疾患から選定し原因究明
などを行う。対象疾患は130疾患。

難治性

遺伝子解析経費
一般公

既存の遺伝子解析装置を所有す
る研究者又は共同利用可能な研
究者により解析を推進する。

次世代遺伝子

解析装置導入経費
公

難病の解析を総合的に進めるため
、5疾患群を5拠点施設に分けて
解析を推進する。
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難病対策における現状と今後の課題

(1)難治性疾患克服研究事業

○難病に関する研究については、難治性疾患克服研究事業に80億円、元気な日本

特別枠「健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクトの推進 (難病、

がん、肝炎等の疾患の克服 (うち難病関連分野))」 に20億円の計100億円を平成

23年度予算案として計上。

○これまでの研究に加え、特別枠を活用して疾患解明等の研究を加速させる。

(2)特定疾患治療研究事業

○平成23年度予算案においては、56疾患を対象に、対前年度比5億円増の約280

億円を計上。

(3)難病対策の検討について

○難病に関する研究のあり方や医療費助成の安定的な財源の確保、その他難病患者

の雇用や福祉等難病対策の全体のあり方について、厚生労働副大臣を座長とする

「新たな難治性疾患対策の在り方検討チーム」を22年 4月 に立ち上げ、引き続き検

討を進める。

難治性疾患患者雇用開発助成金

1趣旨

いわゆる難病のある人は、その疾病の特性により、就職・職場定着の面で様々

な制限・困難に直面しているが、事業主においては、難病のある人の雇用経験が

少ないことや、難病のある人について職務遂行上障害となる症状等が明確になつ

ていないことなどから、適切な雇用管理を行うことが困難な状況にある。
このため、難病のある人を新たに雇用し、雇用管理に関する事項を把握・報告

する事業主に対する助成を試行的に行い、難病のある人の雇用を促進し職業生

活上の課題を把握する。

2内容

(1)対象事業主 : ※1 特定疾患(56疾 患)か否か、重症度等を問わず、

難 病 の あ る人 ※1を
、継 続 して雇 用 す る労 働 者   .・・・  モデル的に難治性疾患克服研究事業(臨床調査研

として新 た に雇 い入 れ る事 業 主         
「

   究分野)の対象疾患(平成22年 4月 現在で130疾患)

―― ―ヤ'―  ・――´― ―― ′―,ヽ 一           ‐…… 1  を対象とする。

(2)支給金額                  :  また、筋ジストロフィーを含む。
´̂ ― … ′L l 人一 ⌒ 1口 人 ´̂´ ― ― ヽヾ ^        : ※2特定求職者雇用開発助成金と同様、雇入れ後
50万円(中小企業の場合135万円)＼

2     :⌒Ъ券羅邁
「

百茎置需1格蓬温おぼ

`造

;[
分けて支給する。

雇用管理に関する事項の把握・報告      ・
・ ...`11lit11子 .I°.・ .… ………

事業主は、対象労働者に関する勤務状況、配慮した事項その他雇用
管理に関する事項を把握・報告
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新規HiV感染者/エイズ患者報告数の年次推移
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美 新規Hiv感染者報告数

― 新規エイズ患者報告数

十 合計

198519861987198819891990199119921993199419951996199719981999郵 Ю 2∞120022∞ 32∞420052∞62∞720082∞ 9

(出典 )「平成21年エイズ発生動向年報」

新規HIV感染者ロエイズ患者 年代別内訳
(平成21年 12月 28日 ～平成22年9月 26日 )

2010年厚生労働省エイズ動向委員会報告
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新規HIV感染者・エイズ患者 感染経路別内訳
(平成21年 12月 28日 ～平成22年9月 26日 )

HIVロ エイズ対策について
◆ 我が国のH:V・エイズ対策は、感染症予防法に基づき策定された「エイズ予防指針」(平成18年改正)に沿つて実施

◆「エイズ予防指針」の基本的な考え方(①疾病概念の変化に対応した施策展開 ②国と地方公共団体との役割

分担の明確化 ③ 施策の重点化)に基づき、以下の施策を実施

普及啓発及び教育

検査相談体制の充
実

医療提供体制
の再構築

〉

《国が中心となる施策 :一般的な普及啓発》
・ HIV/エイズに係る基本的な情報・正しい知識の提供
・ 普及啓発手法の開発、普及啓発手法マニュアル作成

《地方自治体が中心となる施策 :個別施策層に対する普及啓発》
・ 青少年、同性愛者への対応

《国が中心となる施策 :検査相談に関する情報提供》
・ HIV検査普及週間 (毎年6/1～ 7)の 創設
・ 検査手法の開発、検査相談手法マニュアル作成
《地方自治体が中心となる施策 :検査・相談体制の充実強化》
・ 利便性の高い検査体制の構築 (平 日夜間・休日・迅速検査等 )

年間検査計画の策定と検査相談の

利
瘍 性的接触

その他
4%

※ 4ヽ数点第1位を四捨 、合計は100とならない

2010年厚生労働省エイズ動向委員会報告

《国が中心となる施策:新たな手法の開発》
・ 外来チーム医療の定着
・ 病診連携のあり方の検討
《地方自治体が中心となる施策 :都道府県内における総合的な診療体制の確保》
。 中核拠点病院の整備を始めとした都道府県内における医療体制の確保
・ 連絡協議会の設置等による各病院間の連携支援

施策の実施を支える新たな手法 普及啓発等施策の実施におけるNGO等との連携強化
関係省庁間連絡会議の定期的な開催による総合的なエイズ対策の推進
感染者・患者数の多い都道府県等(17地方公共団体)への重点的な連携

Ｏ

Ｏ

Ｏ

◆「エイズ予防指針」は5年ごとに再検討をすることとなっており、現在、検討作業を行っている。
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―
指導協力

医療提供体制の再構築
ACC(国際医療センターエイズ治療・研究開発センター )

協力

47都 道 府 県

地方ブロック拠点

8プロック14ヶ所

0各 プロック内のエイズ医療の水
準の向上及び地域格差の是正に努
める

○ 各プロック内の代表的な病院 (

各プロックに1つもしくは複数設置
)

O高 度なHrv診療(専門外来、入
院カウンセラー、全科対応)の提
供

Oプ ロック内の拠点病院等医療
従事者に対する研修

〇 医療機関及び患者感業者から
の診療相談への対応等の情報提
供

エイズ治療拠点病院

主な機能

○ 総合的なエイズ診療の実施

○ 情報の収集、他の医療機関への
情報収集

O地 域内の医療従事者に対する教
育及び歯科診療との連携

あり方 にJ拠点病院から選定

○ 中核拠点病院を中心としたHIV医療体
制の再構築

○ 拠点病院に対する中核拠点病院による
集中的支援

○ 都道府県に原則lヶ所

主な機能

○ 拠点病院との連携及び自治体間のエイ
ズ対策向上を図るための推進協議会を
設置

O原 則として、各都道府県に1つ設置

O各 都道府県の高度なHiV診 療(専 門外
来、入院、カウンセラー、全科対応)を行う

O拠 点病院に対する研修事業の受託

O医 療情報の提供

○ エイズに関する総合的かつ高度
な医療提供

ハンセン病Fo5題対策促進会議とは

○ 平成21年4月に施行された、「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」第4条において
「地方公共団体は、基本理念にのつとり、国と協力しつつ、その地域の実情を踏まえ、ハンセ

ン病の患者であつた者等の福祉の増進等を図るための施策を策定し、及び実施する責務を有
する」とされた。

○ これを踏まえ、平成21年度より「ハンセン病問題対策促進会議」を開催し、国と地方公共
団体との情報の共有及び連携の強化を図ることとした。

平成22年度開催日程

‐○ 平成 23年 2月  4日
平成 23年 2月 10日
平成 23年 2月 18日

３

３

３

金

木

金

00～ 1

00～ 1

00～ 1

OO
00
00

８

８

８

国立ハンセン病資料館
〒189-0002 東京都東村山市青葉町4-1-13

・全国ハンセン病療養所入所者協議会 ネ申会長からの講演
。国立感染症研究所ハンセン病研究センター長 石丼則ス先生からの講演
・国立ハンセン病資料館語り部の講演
。国立ハンセン病資料館見学 など
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リウマチ・アレルギー対策について

新しい対策の方向性を
発出の予定
(平成23年度)

腰
○

ｒ
ｉ
Ｌ

リウマチ・アレルギー特別対策事業

【実施主体】
都道府県

【実施事業】
① 患者等一般向けの講演会等の開催
② 病院や診療所等の医療関係者を対象とした研修の実施
③ リウマチ・アレルギーに関わる医療機関情報の収集と提供
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慢性腎臓病(CKD)対策について

慢性腎臓病 (CKD)と は

◆「蛋白尿などの腎障害の存在を示す所見Jもしくは「腎機能低下Jが3か月以上続く状態
◆人工透析が必要となるなど、健康への重大な影響
◆透析患者の急増等により、世界的にCKDの重大性への認識が高まつてきている
◆発症や重症化の予防が可能

「 腎 疾 患 対 策 検 討 会 」 報 告 (平成 20年 3月 )

1.普及啓発 2.医療連携体制 3.診療水準の向上 4.研究の推進 5.人
材育成 を今後の重点的取り組みとする。

「
■ジ雀隆ODEtt QЭ 糸ログリ」

θ β艦腎臓病〔CKD)持別対策事業fこつιlて
【実施主体 補助率】

都道府県・政令指定都市・中核市 1/2(国1/2)

【主な実施事業】

8属漠薫診磐鼎峯8謹曇禽薫薯T貯象とした研修の実施等
θ β艦腎臓病にκDノシカ ヴ %の 開催■こつιlて

<本年度の予定>
平成23年 3月 10日 (木 )

場所 :東京国際フォーラム

慢性疼痛対策について

○ 平成21年度より「慢性の痛みに関する検討会」を開催し、

「慢性の痛み」に関して必要とされる対策の具体的な検討を行い、

平成22年 9月 に検討会からの提言を発出した。

○ 本提言で指摘された、今後必要とされる対策の4つの柱

①医療体制の構築

②教育、普及・啓発

③情報提供、相談体制

④調査・研究
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健康局 疾病対策課

肝炎対策推進室

。国、地方公共団体、医療保険者、国民及び医師等の責務を明らかにし

・肝炎対策の推進に関する指針の策定について定めるとともに、
。肝炎対策の墓本となる事項を定めることにより、肝炎対策を総合的に

等上
進
向

推
の

の
質

防
の

予
査

の
検

炎
炎

肝
肝

研究の推進

・肝炎患者等を代表する者
・肝炎医療に従事する者
・学識経験のある者

肝炎医療の均てん化の促進

医師その他の医療従事者の育成

医療機関の整備

肝炎患者の療養に係る経済的支援
肝炎医療を受ける機会の確保
肝炎医療に関する情報の収集提供体制
の整備 等

推進。

●患者支援の在り方

について、医療状況
を勘案 し、必要に応
じ検討

設置

―
一意見

資料提出等、

輯

肝炎対策を総合的に策定・
・月干炎対策に関し、基本理念を定め、

実施 に当た り

肝炎患者の

人権尊重

差別解消
に配慮

肝炎対策基本指針

●公表

●少なくとも 5年

ごとに検討

→必要に応じ変更

●治療水準の向上の

ための環境整備
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肝炎治療特別促進事業 (医療費助成) 151億円(180億円)

B型・C型ウイルス性肝炎に対するインターフェロン治療及び
核酸アナログ製剤治療への医療費助成を行う。

実 施 主 体 都道府県

対  象  者 B型・C型ウイルス性肝炎患者

対 象 医 療
・B型・C型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

・B型肝炎の核酸アナログ製剤治療

担

額

負

月

己

度

自

限

原則1万円

(ただし、上位所得階層については2万円)

財 源 負 担 国 :地方=1:1

23年度予算(案 ) 151億円

総 事 業 費 302億円

【特】肝炎患者支援手帳の作成・配布

B型・ C型肝炎患者等に対して、
等を記載した「肝炎患者支援手帳」
を促進する。

肝炎の病態、治療方法に関する制度
を作成・配布し、今後の適切な治療

【特】地域肝炎治療コーディネーターの養成 0.7億円

市町村の保健師等に対して、 B型・C型肝炎に関する既存制度の知識
などを習得させ、肝炎患者等が適切な治療を受け
られるようコーディネートができる者を養成する。
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第1回 平成22年 6月 17日 ヒアリング等
第2回 平成22年 8月 2日 ヒアリング等
第3回 平成22年 8月 26日 基本指針案の議論①
第4回 平成22年 10月 25日 基本指針案の議論②

今後の予定

第5回 (未定)以降 基本指針案の議論、取りまとめ

～パブリックコメント～

1。 肝炎治療促進のための環境整備

○肝炎患者支援手帳事業 【特別枠】
○地域肝炎治療コーディネーター義成事業 【特別枠】

2.肝 炎ウイルス検査の促進

152億円 (180億円)

55億円 ( 26億 円)

○特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 【特別枠】
○肝炎ウイルス検診への個別働奨メニューの追加 【特別枠】

3。 肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、 7億円 (

相談体制整備などの患者支援 等

4。 国民に対する正 しい知識の普及啓発

○肝炎検査受検状況実態把握事業 【特別枠】

5。 研究の推進

2億円 (

21億円 ( 20億円)

○健康長寿社会実現のためのライフイノベーションプロジェク ト (肝炎分)【特別枠】

8億円)

2億円)
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適切な治療を受けてい

ない理由
必 要 な 取 組

肝炎患者・感染者であ
ることを知らない

肝炎患者・感染者であ
ることを知つている -

通院していない

・検査の受検勧奨の強化
・検査事業の委託医療機関の増加

【特】出張型検診の実施
【特】肝炎ウイルス検診の個別働奨 等

。治療の必要性等に関する正しい知識の普及
・受療勧奨の強化
【特】肝炎患者支援手機の作成、配布
【特】地域肝炎治薇コーディネーターの養成 等

・相談センターや地域医療機関等に係る情報提供の強化
・肝疾患診療ネットワーク構築等、肝疾患診療連携拠点

病院の活動充実 等

不安や多忙が主因である場合

・相談センターにおける広報強化
・相談員の研修の充実など、相談体制の強化
・事業主等へ従業員の肝炎治療に対する配慮を要請す
る等

Ｅ
Ｉ
▼

通院している
ロ

ロ

，

経済的負担が主因である場合

・医療費助成制度の更なる

周知徹底 等

地域の診療体制が

できており、治療に

適した医療機関に通
院中

医師から】FN治療等を勧め

られているが、lFN治療等を
けていない

検査未受診者の解消を図るため、
た検査体制を整備。

※ 緊急肝炎ウイルス検査事業の延長

医療機関委託など利便性に配慮し

【特】特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 1億円

都道府県等が、保健所や委託医療機関で実施している肝炎ウイルス検査について、出
張型の検査も実施することで、検査のよリー層の促進を図る。

【特】肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加  32.3億 円

40歳以上5歳刻みの者を対象として、無料で検査を受けることが可能な個別
1勧奨メニューを追加し、検査未受検者への受検促進の一層の強化を図る。
―  ‐

一 一 一
‐   ―

    
― ― ―

―
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・都道府県においては、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院」を
整備し、患者、キャリア等からの相談等に対応する体制 (相談センター)

を整備。

・肝疾患診療連携拠点病院においては、肝疾患相談センターで肝硬変・肝がん
患者を含めた患者、家族等に対する心身両面のケアを行うとともに、医師等
の医療従事者に対する研修等を実施.

・肝炎情報センターにおいては、肝疾患に関する各種の情報提供、拠点病院の
医療従事者に対する研修、その他の支援を実施。

【都道府県に原則 1カ 所】

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供

③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会や講演会の開催や肝疾患

に関する情報支援

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定

※ 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドラインより
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「肝炎研究 7カ年戦略」を踏まえ、肝疾患の新たな治療法等の
研究開発を推進する。

◎ 国民生活の安定 。安全の推進など、元気な日本を復活させるための施策に予算
の重点配分を行う仕組みとして「元気な日本復活特別枠」を設定

1.肝 炎治療促進のための環境整備
0肝炎患者支援手帳事業
0地域肝炎治療コーディネーター養成事業

2.肝 炎ウイルス検査 の促進
0特定感染症検査等事業における出張型検診の実施
0肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加

0.5億 円
0.7億 円

1億円
32.3億 円

1億円

5億円

3.肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、相談体制

整備などの息者支援 等

4.国民に対する正しい知識の普及啓発
0肝炎検査受検状況実態把握事業

5.研 究の推進
O健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーション

プロジェクト (肝炎分)

肝炎感染予防ガイドラインの策定等、
の基盤に資する行政的研究を実施する。

肝炎総合対策を推進するため

、ぼL卜/L
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②拠点病院間情報共有支援

肝疾患診療連携拠点病院で構成する
協議会組織の事務局機能を担うなど拠
点病院間の情報共有

医療機関
一般住民

医療機関 一般住民

◎ 教育、職場、地域あらゆる方面への正 しい知識の普及啓発
肝炎に関する正しい知識を国民各層に知っていただき、肝炎ウイルスの感染

予防に資するとともに、患者・感染者の方々がいわれのない差別を受けること
のないよう、普及啓発に努めている。

肝炎患者等支援対策事業(普及啓発部分 )

0自 治体 の普及啓発活動 に対す る補助事業

・ シンポジウム開催、ポスター作成、新聞・中吊り広告 等

0。 9億円 (1.8億円)

【特】肝養綸杏せ綸壮淵室能細握事業  1億円
・ 肝炎ウイルス検査のさらなる受検促進を図るため、年齢や性別等の属性や、

検査の受検状況等に関する実態把握を行う。
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健康局 生活衛生課

1生活衛生関係営業に係る規制・振興方策の現状と改革の方向性

保健所等
[行政]

都道府県センター

生衛連合会、生衛組合 生活衛生関係営業者

O保健所の機能強化
・専門的かつ技術的拠点とし

ての機能強化(環境衛生監

視員の資質向上等)

O調査研究の推進
○情報の共有・管理

○保健所指導体制の弱体化
・H2年 4月 850箇所
。H12年 4月 594箇所
・H22年4月 494箇所

0営業者との距離感が拡大

予算・税劇・融資  |｀
｀ヽ

、、_、
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1生活衛生関係営業の規制・振興の枠組み

生活衛生関係営業に係る検討会等一覧

保健所(494)保健所規制法   令

衛生管理要領
衛生水準の確保

予算(助成)

|~~~~ ~~~~~一

―

同業組合(575)

連合会(16)

都道府県

指導センター(47)

日本公庫

(152支 店)

1  融資   |

平成23年 1月 末現在

課 題 目 標

1生 活衛生関係営業の振興に関する検討会
(平成22年 9月 ～)

生活衛生関係営業の規制 振興方策について総合的に検
言寸

報告書とりまとめ・公表 (7月 頃)

生活衛生関係営業に係る税制及び融資制度活

性化方策検討WG    {平 成 23年 2月 ～ )

税制及び融資の活用支援方策の在り方や有効的な制度の
在り方などを総合的に検討

融資の新制度の実施要領制定 (3月 )

報告書とりまとめ (7月 頃 )

生活衛生関係営業対策事業費補助金審査 評

価委員会検討WG    (平 成23年 2月 ～〕

クリーニング師研修等事業WG
{平 成22年 10月 ～ 12月 )

審査 評価委員会の在り方や事業評価の方法などを総合
的に検討

研修等事業の在り方や研修内容等の検討
研修及び業務従事者講習の受講の促進

報告書とりまとめ (3月 )

(交付要綱等へ反映)

報告書とりまとめ (1月 )

管理理容師 管理美容師指定講習事業WG
{平成22年 ,0月 ～12月 )

講習事業の在り方や研修内容等の検討 報告書とりまとめ (1月 )

●審査 評価委員会 (仮 称 )

1平成23年 4月 ～ 1予 定 )|

補助事業の評価指標の設定 事業評価の実施及び補助金
の仕組みの改革に向けた持続的な提言等を行う

23年度事業の審査 (4月 頃)

「 ,生活衛生関係営業等衛生問題検討会
旅館業における規制緩和を検討
衛生管理要領の改正を検討

旅館業の規制緩和のとりまとめ (5月 頃 )

0地域保健対策検討会
(平成23年 2月 ～ {議論を再開))

保健所の機能強化方策等の検討 検討会のとりまとめ (夏頃 )

O厚生科学審議会生活衛生適正化分科会 振興指針の策定
食肉販売業及び水雪販売業に係る振興指針目標策
定 (2月 1日 )

Э厚生科学審議会生活環境水道部会 建築物の衛生対策に関する事項の審議 規則等見直しの必要に応じて審議

Эホテル・旅館の税制に関する検討会
(観光庁、関係団体と共同開催)(平成23年 1月 ～)

ホテル 旅館に関する税制改正 (固定資産税)を検・I 税制改正内容とりまとめ (7月 頃)
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生活衛生関係営業の振興に関する検討会第 1次報告書 順 〉(H22.12.24/A3)

営業者の高齢化、後継者確保難。大規模チェーン店の進出
消費者の節約志向、事業者数の減少、組合の組織率低下

国民の納得が得られる改革を実行

1 ムダづかいを根絶し、持続可能な力強い生衛業を育てる
/ 事業の有効性・効率性の観点から総点検 → 。まちおこし推進事業等の廃止、事業・人件費の効率化
/ 思い切つたメリハリ付け → ・シンクタンク機能強化、消費者保護・後継者育成の強化

・経営指導員の適材適所、受益者支援の拡充

事業仕分けの指摘内容を確実に実施  → ・評価指標の設定、事業評価の実施、
・役割分担の明確化 (国と県、商工会との機能分担 )

・生青業が本来有
する成長力を発揮
し、国民生活の安
心と希望を確保す
る必要
・事業仕分けの指
摘内害に沿つて改
革する必要

▲
Ｄ
７

現場の求める必要性に即応しない予算配分
事業者への支援の弱体化

△

△
説明責任を果たし、効果的な仕組みで実施すべき
単なる看板の掛け替えではない事業内容の見直しを行うべき

2.生衛業の更なる振興と国民生活の向上に向けた取り組み
/ 規制・振興方策の双方を強化 → ・ニーズ変化や地域の実情に機動的に対応できる衛生対策を検討

・科学的な根拠に基づいた指導方策について検討

・予算・税制・融資を一体的に改革

・都道府県の規制部門との問題意識の共有

・基盤整備の推進 (調査研究の推進、情報の共有・管理)

/ 規制・振興方策の連携を強化 →

1第 1次報告書① (都道府県生活衛生営業指導センター部分)

改革の具体的方策

O消費者保護、後継者育成支援への対応強化
・消費者保護に対する相談支援を効果的に実施する仕組みを強化するなど、充実を図るべき
・後継者育成支援事業での取り組みを更に促進すべき
。地域の商工会など各種支援機関との連携策についても検討すべき

0総合調整機能の強化
日高度かつ専門的な知恵、ノウハウ、ネットワークにより個々の事業者の強みを活かすことのできる
総合調整機能(ハブ機能)の役割を都道府県センターが果たしていくことが重要

・ITを有効に利活用した経営を実践できるよう、必要な支援を積極的に行うことが望まれる

具体的な補助金の改革

O都道府県センターの経営指導員の適材適所な配置が徹底されるよう、都道府県に要請
日経営戦略や資金調達(融資)等の経営課題について、マーケティング、法務・財務・税務等の専
門的見地からきめ細かくサポートできる知識・経験を有する者を配置すべき

・都道府県OBの斡旋ではなく、公募方式を導入し、業務についての専門知識、業務経験を
公平・公正に評価した採用を実施すべき
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1第 1次報告書② (都道府県生活衛生営業指導センター部分)

具体的な補助金の改革

0事業の効率化
・後継者育成支援事業については現場に近い都道府県センターが地域の実情に応じて柔軟に
実施できるよう、都道府県センター事業に転換すべきである。その際は、地方公共団体に応分
の負担を求めるべきである

・相談指導事業は、弁護士・税理士等の専門相談指導を除き経費を削減し、国の補助対象
は事業評価に結びつく相談指導に重点化すべきである

・その他の事業については、評価基準に沿つた評価を実施し、効果が見える事業に重点化すべ
きである

・役割を終えた活性化事業 (まちおこし推進事業等)は廃止し、都道府県センターが地域の実
情に応じて実施する事業については、事業評価の仕組みを取り入れて実施すべきである。

・人件費の効率化を図るべきである

O評価指標の設定、事業評価の実施
・補助金の事業の実施に当たつては、達成する成果(アウトカム)を具体的に分かりやすく明示
し、その達成度をできるだけ客観的に検証することの出来るよう「評価指標」を定め、事業(政

策効果)を定期的に評価し、その検証結果を政策立案・運営に適切にフィードバックを実施す
ることを通じて、事業の改善に向けた持続的な取り組みが行われる仕組みを整備し、国民生
活の質の向上、社会経済の発展に寄与していくことが重要である

1平成 23年度生活衛生関係営業予算 (案)の概要

r っっ存 亡 早 管  1     1っ ■倖 由 弓 管 rまヽ lF主 思見 直 こ内 容「

~~~~… … … … … -1

22年度予算 23年度予算 (案 )

吟慶轟嵐麟警写彎占辮ダ
|

椰道府県

435,903ヨFR
対前年度鴫

"9千
円減

23年度予算 (案 )

724′ 452千 円

{対前年比80%)

:■晃寛置昴轟ア
~~~~~~1

:δ天拝書だぢ
「

ぞ事業評価による実
績反映を導入

L■■けれ 三__二二L二 」
!再裏百百扇轟訂

~………………一
¬J協

賠 樫 会、組合等への支援

｀O黎撃指定額方式から募集方式ヘ

iO生衛事業者への効果が見える事業ヘ

22′ 当初予算額
901′ 408千 円
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1平成23年度税制改正大綱 (12月 16日閣議決定)

公害防止用設備の特別償却制度について、特別償却率を8%(現行 1

4%】こ引き下げるとともに、対象設備のうち指定物質回収設備を中小企
業者等が新増設をする指定物質の回収の用に供される装置を含むドライ
クリーニング機等に見直した上、その適用期限を1年延長します(所得税に
ついても同様とします。)。

1減少する生活衛生貸付実績と拡大する資金需要

(生活衛生関係者に対する貸付の規模 )

C運 転  Ⅲ Ⅲ 崚佛  帥 口転  ● い ●

(注 )平成22年 層は4月 ～7月 までの実績

●

ｍ

“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　」

％　

　

　

　

　

　

一
¨

“　

　

　

　

　

　

　

．一
」

共同利用施設の特別償却制度について、特別償却率を6%(現行8%)
に引き下げた上、その適用期限を1年延長します。
なお、本制度のあり方については、検討事項に明記します。

K検討事項
共同利用施設の特別償却制度については、現行制度の適用実績が

極めて低調であることに鑑み、生活衛生同業組合等の活動状況、本制
度の利用状況等の分析、対象設備等に関する検証を踏まえ、制度の抜
本的な見直しに向けた検討を行います。

観光立国の観点から重要な役割を果たすホテル・旅館の用に供する家
屋に係る固定資産評価については、当該家屋の使用実態等を把握すると
ともに、家屋類型間の減価状況のパランスを考慮するための実態調査を行
うなど、できるだけ速やかに検討を行います。
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|「生活衛生関係営業の振興に関する検討会」での対応

生活衛生関係営業の振興に関する検討会

管理理容師・管理美
容師指定講習事業
ワーキンググリレープ

クリーニング師研修等
事業ワーキンググループ

○行政刷新会議の評価結果を踏まえ、「生活衛生関係営業の振興に関する検討会Jにおいて「生活衛生関
係補助金の改革案」に係る検討を進め、「審査・評価委員会 (仮称)」での対応を盛り込んだことを受け、
事業評価制度の実施に向けて、「審査・評価委員会 (仮称)Jの在り方や事業評価の方法などを検討す
る。(平成23年 3月 を目途に結論 )

○我が国の国民生活を支える生衛業が、税制及び融資等の政策支援制度を活用して経営の健全化が適切
に図れるよう、現状の活用状況を踏まえ、活用支援方策の在り方や有効的な制度の在り方など総合的に検討
を進める。(平成23年 6～ 7月 を目途に結論 )

第6回 生活籠生関係8彙の■興に国する検討会

平成23年 1月 20日    1   資料8

研修等の現

状

事業仕分け
(平成22年 5月 )

クリーニング師研修等事業ワーキンググリレープ 報告書 概要 (案 )

廃止 (国による研修義務付けの見直し)

O制度自体がうまくいつていない、本研修の意義が不明確、品質向上は業界内で行えばよい
0国が義務付けること自体を見直す、行うにしても中身について精査する

―O毎年のように発生する衛生、環境、技術、法令等の環境変化や消費者のサービスヘの期待に適切に対応すべき
0研修義務づけの前提として以下の改革を行う

現 行 改革案

資格の性格 衛生関係及び洗濯物の処理
同左。顧客の苦情への適切な対応や経済・環境面の課題ヘ
の適応が必要

配置基準
各クリーニング所にクリーニング師配置。業務従事者講
習は5名に付き1名 以上受講

同左。取次所等にもクリーニング師又は業務従事者講習受
講者を配置する現行の取扱いを厳格に確認

資格者氏名
の明示

なし 明示。顧客や保健所の問い合わせに対応

定期的な受
講

クリーニング師全員の研修受講義務。
実態は、受講率32%と低迷

各クリーニング所クリーニング師1名の受講確認を徹底。今後2

年間で受講率大幅向上を図る

制度の目的

制度の仕組み

―

　

―

・事故防止
。消費者 (利用者)利益の保護
・経営の健全化

・クリーニング師(都道府県知事免許)が3年に一度受講(4時間 )

。受講率が67%(平成4～ 6年度)から32%(平成19～ 21年度)に低下
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第6回

平成 23年 1月 20日     1  資料 10

管理理容師口管理美容師指定講習事業ワーキンググループ 報告書 概要 (案 )

指定講習の

現   状

事業仕分け
(平成22年 5月 )

○理容師免許又は美容師免許を受けた後、3年以上業務に従事し、都道府県知

事が指定した講習会の課程を修了した者に付与
O常時2人以上の理容師、美容師が従事する理容所又は美容所に管理者として

配置

廃止 (管理理容師・管理美容師講習の廃止 )

○理容師・美容師が2名 になる時に講習を受けなければならないという講習制度自体の廃止・見
直し

<その他>

○今後、複雑化する衛生課題に国民の安全・安心を図る観点から、事業所の「衛生管理者」とし
ての位置づけを明確にすべく以下の改革を実施

|「地域保健対策検討会」での対応
○ 保健所は、対人保健サービスのうち、広域的に行うべきサービス、専門的技術を要するサービス及び多種の保健医療職種によ
るチームワークを要するサービス並びに対物保健等を実施する第一線の総合的な保健衛生行政機関である。

また、市町村が行う保健サービスに対し、必要な技術的援助を行う。

《対人保健分野》

<感染症等対策> <エイス
・・難病対策> <精神保健対策>

《対物保健分野》

<食品衛生関係> <医療監視等関係>

<生活衛生関係>

○ なお、指定市等の設置する保健所については、健康増進法に基づく健康診査、健康教育等や
母子保健法に基づく乳幼児健診等を、これらの業務に加え行つているところもある。

現 行 改革案

資格の性格 「他の従業者を管理する者」 事業所の「衛生管理者」

配置基準 常時2名 以上の事業所に¬名

規模を問わず全事業所に1名

法改正を待たず改革の実質的な実施を図る

地方で1人で営業する理容師、美容師等が

受講しやすい経過措置を検討

資格者氏名の明

不
なし 明示。顧客や保健所の問い合わせに対応

定期的な受講 なし なし。生涯教育、経営研修は任意

(感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律)

健康診断、患者発生の報告等
定期外健康診断、訪間指導、管理検

エイス¬固男1カ ウンセリンク
‐

(無 料匿名検査を含む)事業
エイス相談・教育事業等
難病医療相談 等

(精 神保健及び精神障害者福祉に
関する法律)

(障害者基本法 )

医療・保健・福祉相談、等

(母子保健法 )

(健康増進法 )

広域的又は専門的な知識及び技
術を要する事業 等

・専門的・技術的業務の推進   ・地域保健医療計画の作成・推進
・健康危機管理         ・企画調整
・市町村への技術的援助・助言  ・調査・研究
・市町村相互間の調整

(医療法、歯科技工士法、臨床検査
技師、衛生検査技師等に関する法

律)

病院等、医療法人、歯科技工所、衛
生検査所等への立入検査等

医師        臨床検査技師    医療社会事業員
歯科医師      管理栄養士     精神保健福祉相談員
薬剤師       栄養士       食品衛生監視員
獣医師       歯科衛生士     環境衛生監視員
保健師       理学療法士     と畜検査員 等
診療放射線技師   作業療法士
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○

　

○

生活衛生関係営業の適正な運営等について

理容業・美容業について

管理理容師・管理美容師指定講習事業WG
管理理容師・管理美容師指定講習事業の在り方や研修内容等について、1月 に報告書 (案 )の取りまとめ。

理容所・美容所に対する指導監督について

まつ毛エクステンション等理容・美容業務に関する無資格者による業務の取締り、衛生水準確保のための

指導監督の徹底。

クリーニング業について

クリーニング師研修等事業WG
クリーニング師研修等事業の在り方や研修内容等について、1月 に報告書 (案 )の取りまとめ。
クリーニング師研修及び業務従事者講習の受講促進。

引火性溶剤を用いるドライクリーニング所における火災安全対策

旅館業について

旅館業法における構造設備基準の要件緩和について

規制改革及び特区の要望を踏まえ、旅館業における構造設備基準 (面積要件、玄関帳場等)について、

緩和の是非を検討し、5月 頃を目途に検討結果をまとめる予定。

日本国内に住所を有しない外国人宿泊者の本人確認の徹底について

国籍及び旅券番号の宿泊者名簿への記載、旅券の写しの保存について、引き続き営業者等に対し周知。

○新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策 (平 成22年 9月 10日 閣議決定 )

経済対策 (「 5 日本を元気にする規制改革 100」 部分抜粋))

別表25分野を中心とした需要 雇用創出効果の高い規制 制度改革事項

規制改革の概要

○

口I屋 古民家を,舌 用した宿泊施設に
対する旅館牟法の規制緩和

農林漁家における「民宿」と「民泊」の
区分の明確化

町屋や古民家を活用した宿泊施設について 玄関帳場の設置義務など旅館業法に定めのある
構造設備基準を親和することこついて 平成22年度中に検討を開始し、本年特区て措置した事
例の検証を行い、平成23年度以14早期に結論を得る.

有償て不特定多数の他人を宿泊させる場合には民宿開彙に伴う旅館業の許可が必要である
が 教育旅行など生活体験等を行い 無償で宿泊させる民泊の場合は 同法律の規定上適用除
外であることを地方自治体に対して周知する.

○構造改革特別区域の第18次提案等に対する政府の対応方針

(平成22年 10月 14日 構造改革特別区域推進本部決定 )

別表3規制所管省庁において今後検討雄 める規制改革事項等

呻)上記については、「生活衛生関係営業等衛生問題検討会Jにおいて検討中。

平成 22年 度検討 平

成 20年 度以降早 期結

論

平成22年度措置

番 号 事項名 検討の概要 実施時期

田舎暮らし小規模民宿関葉に係る規
常瑕和

旅館■法における客室面積等の規制緩和については 提案を踏まえ 客室の働生確保、経営の
安定等の観点も含めて検討し、結論を得る

平成23年度中できる
だけ早期に結論

○総合特区制度を念頭に置いた規制・制度改革

番 号 検 31の概 要事 項名 実施時期

20

t民宿業を営む場合については旅館業法上客室面積要件が緩和さ
伝統工芸品の製造業者又は集落の活性化や空き部屋利用に取り
き宿を開葉する場合について、客室の431生確保 経営の安定等の観
ついて検討を行う_

区として措置済みであるが、その条件の見直しについて検討するとと
目について、客室の衛生確保 経営の安定等の観点から要件の緩
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1生活衛生関係営業の振興指針の改定方針(案 )

建築物の衛生対策について

建築物衛生法の適切な施行について

○ 特定建築物維持管理権原者の把握
建築物の所有・管理形態が多様化しており、所有者と特定建築物維持管理権原者が異なる事

例が報告された。
① 特定建築物維持管理権原者について解釈を整理した。
② 法施行規則を一部改正し、「特定建築物維持管理権原者」に係る事項を特定建築物の届

出事項に追加した。

建築物における衛生水準の確保について

建築物環境衛生管理基準の適合率の改善。

立入検査等に基づく指導助言を通じた特定建築物維持管理権原者への指導。

○
　
．
　
．

生活衛生同業組合が作成する組合員たる営業者の営業の振興に必要な事業(「 振興事業」)に関する計画
こ適合するものとして厚生労働大臣が認定(生衛法第56条の3

共同利用施設に係る特別償却制度
〈活用例〉・クリーニング業における共同購入資材配送車輌

・理容業における共同駐車場(予定)

振興計画に基づく振興事業への低利融資(日 本政策金融公庫融資枠1.200億 円(平成23年度予算(案 )))

・振興事業特定施設整備について基準金利マイナス09%(基準金利225%(平成23年 1月 17日 現在))

・各営業者が事業計画を作成した場合の融資制度を創設(平成23年度予算(案 ))

(例 )設備資金 :基準金利マイナス105%

生労働大臣が各生活衛生関係営業の振興に必要な事項について定める指針(生衛法第56条の2第 1項 )

食肉販売業・水雷販売業[平成23年 2月 1日 の審議会で審議]、 飲食店営業[平成23年度改定予定]

前期目標の達成状況の評価を明記

関係営業の経営実態・問題点を明
記

戦略性・メッセージ性の高い方針を

衛生・経営課題の総括的・網羅的な
内容を簡明な箇条書きで記載

10実施主体常支援手法誓貰体的に

0補助金・融資・税制について、組合
の役割、組合員の支援措置を明記

| し、組合加入を促進

１

０

シックハウス対策について

シックハウスの相談等の体制の充実化及び普及啓発の促進。
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建築物における衛生的環境の確保に関する法律概要

:↓含

建築物における行生的環境の確保に関する法律施行規則の
改正について

L3~

(平成22年4月 22日 公布、10月 1日 施行)

を杞壼する必■がある。特定建築物籠持管理権原者

サ
×
所
有
者
尋
又
は
特
定

建
築
物
“
持
雪
理
相
原

者
が
自
ら
“
持
管
理
を

行
う
場
合
が
あ
る

特定建無詢の所●
=ま

たIよ全日の管理の権瞑者 (所有者0)は特定理栞

"に
ついて●道府

県知事事への日出が●務づけられている。

く日出事項>
い)特定建築物の名称

(2)特定建築物の所在場所

(3)特定建築物の用途

(4)特定用途に供される部分のエベ面精

〈5)特定建贅初の構

`餃
口の輌要

(0)特定建築物の新有者●の氏名及び住所

(法人の■含 1名 称、事務所所在地及び代表者氏

`)〈7)建築枷環境衝生管理技術者の氏名辱
(3)特 定建築物の使用開始 曰

●不

"=の
L● 4じ■により菫菫鮨の所●及び管理の子●が

'格化し、「所有者●Jと r特定菫菫詢囃ll●理le凛者」が■なる

事

"が
薇告された.

0'特定菫摯鮨織持管理t暉者Jに係る日出事項がない。

特定■菫●

4:7,7か 所(21年度来)

(3∞ 0″以上)

興行■ ●■店、摯会■、口書

"、博勒日、実籠館、■薇■、店■.●

綺所、旅館 等

(Boulm2以上 )

小学校 中学校 等

一＞

一い
目

Ｆ一一団

一

【建摯物環境衝生管理
=準

】

空気環境の調整
飲‖水の管理

担用水の管理
薔水の

'理清le

わずみ 昆虫等の防除

省令改正

層出事項に、特定建魚物織持管理41凛 者の氏名及び住籠(芸 人の場合は、名林 専務所所在
地及び代表者氏名)を ■加した。

(経過FD口 )

既に日出されている特定建築物については、改正省令施行日(平 成22年 10月 1日 )から
1年以内に■加したOIIについて日出ることとした。
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健康局 水道課

1-(1)平成23年度水道関係予算{案〕について

※ 厚生労働省、内閣府 (沖縄)、 国土交通省 (北海道、離島・竜美、水資源機構)計上分の総計
※ 上水道の補助金のうち都道府県相当分については、内閣府計上の「地1或自主戦略交付金 (仮称)」

により対応

百万円単位 (単位未満四拾五入)

73,660 41,644 △32,016

21,188 16,898 △ 4,291

52,435 24,707 △27,728

補 助 率 差 額

事 業 調 査 費
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0「ひも付き補助金 Jを段階的に廃止し、地域の自由裁量を拡大するための「地域 自主
戦略交付金 J(仮称 )を創設。

0平 成23年度は、第一段階として都道府県分を対象に、投資補助金の一括交付金化
を実施。

<対象事業>

・社会資本豊●総合交付金の一部

(目土交通省)

・農山漁村地域整●交付金の一

“

・交轟安全施餃壺●■補助全の一部

(警察庁)

・学校施設■境改善交付金の一部

(文部科学省 )

・工集用水道事業費補助 (経済産業省)

。自然環境整備交付金の一部 (環境省)

・環境保全施設整備費補助全く口境省 )

。消防防災施設整備費補助金 (総務省)

・水道施設豊費費補助 (厚生労●省)

自由な事業選択

<スキーム>

(■
'0■

は配分予定日の一●.倹0は、0●●
=日

● ●●●■●■☆付金め
"●

●●●全てである.

地
方
公
共
団
体

地 域 自主 戦 略 交 付 金 (仮称 )

5,120億円

。地域 自主戦略交付金 (優称 )

〔沖縄撮員除く〕
4.799●円

[i虜Fl::1111〕

・沖縄薇興自主戦略交付金
(仮称)    321億 円

1)水道の運営基盤の強化

2)安●・快遭な綸水の確保

■ 3)災害対策等の充実

J4キ「
境エネル‐雄"

碗
択
口
ヽ
・分
軒

長期的な政策目標

安心    安定
すべての口民が安●し いつてもどこでも安定的
ておいしく飲める水道  に生活用水[掟保

需要者:lil Ⅲ世 九 _地 城特性にあっ

水道事業は全国の電力の約0896を消費耐震適合率はまだ低く、地域によるばらつきがある

281  303

滋三戯‐||
H18  H19  H20  H21

■

ｔ

円

”

甲

は

ト

新・水道ビジョンの策定
(平成24年

=全
ntrr予定)

アセットマネジメントの導入による経済最●ILを 目指した持続可能な事業運営による日欄違咸
>経済最適化を目jlした老朽施設更新対策
>経済最適化を目指した耐震化促進策
>省エネルギー化促進策

各地域・水道事業体における
地域水道ビジョンの見直し
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◆地方公共団体による事業認
可に係る申請事務の簡素化

◆厚生労働大臣の認可を要し

ない軽微な変更の範囲の大
幅な拡大

地域主権戦略大綱
(平成22年6月 22日閣議決定)

◆義務付け。枠付けの見直しと

条例制定権の拡大の具体的

措置

◆権限移譲

◆計画等の策定及びその手続
の見直し

1-(3)水道における災害・危機管理について

対応方針 (案 )

◆ 地方公共団体による事業認可に係る提出書

類の削減

◆ 軽微な変更の範囲を以下の要件について拡

大

>人口増加

>給水量増加

>取水地点変更

◆水道の布設工事監督者の配置基準、資格基
準及び水道技術管理者の資格基準を条例委
任

◆専用水道及び簡易専用水道に係る権限を移
譲 (すべての市へ移譲)

◆地域水道原水水質保全事業に係る都道府県
計画において、定めるべき規定の一部廃止及
び公表の努力義務化

1こ

よ

1

157

地 震 名 発 生 日
大

度

最

震
地震の規模

(M)
断水戸数

最大

断水 日数

新潟県中越地震 平成 16年 10月 23日
７
‥

●
０

Ｃ
ｕ 約 130,000戸

約lヶ月
(道路複旧等に時間を要

した地域を除く)

能登半島地震 平成 19年 3月 25日 6強 6.9(暫定値) 約 13,000戸 13日

新潟県中越沖地震 平成19年 7月 16日 6強 6.8(暫定値) 約 59,000戸 20日

岩手・宮城内陸地震 平成20年 6月 14日 6強 7.2(暫定値) 約 5,500戸 18日
(全戸避難地区を除く)

岩手県沿岸北部を

震源とする地震
平成20年 7月 24日

雇
用

〓
り

晨
Ｕ 6.3(暫定値) 約 1,400戸 12日

駿河湾を震源とする

地震
平成21年8月 11日

菫
リ

コ
リ

６
6.5(暫定値) 約75,000戸 ※ 3日

時期・地域名 断水戸数
最大

断水 日数

平成21年 7月 中国・九州北部豪雨 約87,∞0戸 11日

平成22年梅雨期豪雨 (山 口県、秋田県、広島県等) 16,726F 6日

平成22年 10月 奄美地方等豪雨 3,500F~ 10日
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水道管路は高度成長期に多くの布設がなされているが、これらは耐震性が低く、震災時の安定給水に課題が
ある。全国の耐震適合性のある管路の割合は30396(給水人口5万人以上で約35%)にとどまり、耐震化の推
進が必要な状況である。
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基幹管路
20%    40%    60%

水道施設 (浄水施設・配水池 )

0%     20%     40%     60%     80%
給水人口

5万人未満

5万 人以上20万 人未満

20万 人以上50万 人未満

50万 人以上100万 人未満

100万 人以上

水道事業全体

水道用水供給事業

80%    100%

計画策定済事業者の割合 (数値は事業者数)

力ヽlfiJlll¨硬亜憂重至三歪婆 _子1111甦ill臣轟
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①財政支援

国庫補助による建設事業費の負担軽減

■耐震化に関する国庫補助対象の追加と補助率の引上げ(平成2年度以来随時)

■平成22年度耐震化関連当初予算額118億円、補助率1/3～ 1/2

■平成22年度補正予算において耐震化事業費を計上 ほか

計画的な耐震化実施のための手引き書類の整備

■「水道の耐震化計画等策定指針」(H20.3)
■「水道事業におけるアセットマネジメント(資産管
理)に関する手引きJ(H21.7)

■「水道施設耐震工法指針・解説2∞9」 (日 本水道

協会)ほか

③その他

水道関係団体と連携して「水道施設・管路耐震性

改善運動」を展開、キャンペーン等による啓発活

動の実施

一角

の お衝す櫂

…

―

…
10-181=1饉豊曰用ヨ諧F留4日

=Pレ
~′

第2期啓発用ポスター(平成22年度～)

水道施設整備事業の事前評価及び再評価
「水道施設整備事業の評価の実施について」(平成16年 7月 12日 )に基づ
き、本体着工前の適切な時期の評価及び原則5年ごとの評価を実施

・事業評価の事例・矢□見の蓄積

・総務省点検での勧告

・事業仕分け
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新成長戦略 (平成22年6月 18日目議決定)(抜粋)

『アジア経済戦略」 環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージでアジア地域に展開 浸透させるととも
に、アジア諸国の経済成長に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術・経験をアジアの持続可能な成長のエンジンと
して活用する。具体的には、新幹線・都市交通、丞、エネルギーなどのインフラ整備支援や、環境共生型都市の開発支援に
官民あげて取り組む。

=ム
,ソ ケージ型インフう海タト展開関係大臣会合…・原子力、鉄道ここもに、水か重点分野こして取ιl上 ifられる.

日本企業の海外市場への売り込み ～20年度から実施。対象国は中国、ベトナム、カンポジア

■相手国政府と共同で、相手国の水道事業者を対象に水道セミナーを開催し、日本の水道技術や企業をPR
■現地ニーズに対応した日本型水道システムのモデル作り (省エネ型の送配水管理や漏水対策など)

■ 国内でも、官民連携を進めるため、水道事業の民間委託を促進～「官民連携協議会Jの開催 等    Q国内体制
■ 厚生労働省と地方自治体との連絡会議 (5月 28日 、11月 11日 開催 )

札幌市、埼玉県、さいたま市、東京都、川崎市、横浜市、名古屋市、大阪市、神戸市、広島県、北九州市の11事業体が参加

J__

アジアの

◆日本の企業・水道事業体u張2窒コ0

議蘊
'臨

ミ

2-(1)地域水道ビジョンについて
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地域水道ビジョン策定状況の推移
(上水道事業及び水道用水供給事業における合計プラン数)
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※厚生労働省において内容を確認できた年月による
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○規模別地域水道ビジ∃ン策定状況(H22年 12月 28日現在)

事業数害」合 (上水道・全体)

■策定済  ■未策定
100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

大臣認可 知事認可

○地域水道ビジ∃

‐‐策定予定 (策定中又は検討中)… 策定済み 一 累計

4   5   5  10  i4  16  23  42  73

事業数害」合 (用水供給・全体 )

■策定済  ■未策定
100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

全体   大臣認可   知事認可

※「策定済」とは厚生労働省において内容を確認できたもの
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手引き書等

■広域的水道整備計画及び水道整備基本構想について (平成20年 7月 )

◆都道府県版水道ビジョンの策定を推奨

■ 水道広域 化検 討の手引 き (平成20年 8月 )

◆水道広域化の具体的な検討方法、検討事例、導入手順、フォローアップ等

■ 水道事業におけるアセットマネジメント(資産管理 )に関する手 引き (平成21年 7月 )

◆各事業者によるアセットマネジメントの実践

■ 事業統合検 討のための手引 き書 (検討中)

◆事業統合の効果の第二者への説明手法等について

国庫補助制度

■事業統合を行う場合の老朽管更新事業、重要給水施設配水管、石綿セメント管更新
事業の補助基準緩和 (平成21年度～)

■水道広域化促進事業費の創設 (平成22年度 )

■民間活用を含む水道事業の連携形態に係る比較検討の手引き(平成20年 6月 )

水道事業におけるPFI導入検言寸の手弓|き

 ::[1:「

11月 )  |
第二者委託実施の手引きの手引き(平 成11

¨ >]□

現状 と将 来 像 か ら綸 入 Ol能性

の あ る連携形態 の選 定

員体的手法や入時におけ

る効果や3LOのは31

I博入可燿性 81査 jの実施

ヒ」Ⅲ面Lalあ葛i罰  L
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2-(3)水道事業者等への指導監督について

:■ =■ |

模査対象は厚生労働大臣認可の水道事業色 水い用水供給事業者。
数字は検査において法令不適合事llnが 認められ、文書指摘による改善lЬ 導を行つた割合,

平成21年度は5i事業者へ検合を実施し、14事業者へ文」し合計29件の文書指摘をイ」った。

「 ~ ‐~~     ‐ ~~~T~ ~   ~~    ~   ――  ―

|

L_________一 ――

―
― ―

水質検査に関

すること′69%

水 道技術 管理

者′345%認可・届 出′

138%

布設工事監督

者,138%

水道事業者等にとつて、安全かつ清浄な水の供給を確保することが最も基本的な責務
であり、状況に即応した水質の管理が不可欠

●「水道事業者等は、定期及び臨時の水質検査を行わなければならない。」
●「水道事業者等は、自らが必要な検査施設を設けるか、地方公共団体の機関又は

厚生労働大臣の登Jを受けたもの (登録検査機関)に委託すること」

● 昭和52年水道法改正で水質検査委託制度導入 (当 時は地方公共団体の機関又
は指定検査機関 (公益法人に限定))

● 平成10年から、指定検査機関に営利法人参入が可能に。
● 水質検査機関の登録制度は、平成15年の水道法改正より導入。
● 平成21年度末で、登録検査機関数 :218機 関、年々増加。
● 一方で、水質検査の信頼性を低下させる不正行為も発覚。

前回部会 (平成22年 2月 2日 )において、水質検査料金の行き過ぎた価格競争や登録検査
機関の水質検査の信頼性に関して議論に

0____
「水質検査の信頼性を確保に関する取組検討会」を5月 から開催し、パブリックコメント
を経て11月 に報告をとりまとめ
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登録検査機関に委託する水道事業体を対象に、精度管理や検査内容の確

認状況、契約形態、緊急時の水質検査、委託料金等について調査結果から以

下の課題が判明。

登録検査機関の主な選定理由として、価格面や立地面を重視。水道G LP等を

取得した信頼性が高い登録検査機関を選定する水道事業体は少ない。

登録検査機関以外の施設保守管理会社や水質分析機関等に委託する事例

等契約形態が適切ではない。

水質検査の結果の確認について、水質分析の成績書の提出だけを求め水質

検査の内容自体を把握していない。

登録検査機関の選定や委託後において精度管理の状況を把握していない。

水質検査の委託契約の中で、緊急時の水質検査の取り決めがない。

委託費用について、水質検査の実施に必要なコストを見込むことが困難な程

の低廉な価格で業務を委託している。

「

~T丁~    
丁         T

基本的なスタンス

●水道事業者等は、水質検査を自ら実施する場合も、委託する場合も、水質検査の結果に責任。
●水道事業者等は、原水の水質汚染や水道施設の事故等が発生した場合にも水質検査を含めた水質管理
体制の確保が不可欠。

●水道事業者等が登録検査機関に委託する増加する状況にあることを踏まえ、水質検査の信頼性を確保す
るための関係者が―体となつて取組が必要。

断 者が

○

○

○

○

○

○

適切な指導・監督

技術的な支援

●登録検査機関に対する登録・更新時の適切な審査や指導及び監督
●水道事業体に対する指導及び監督、水質管理上の支援や助言

適切な委託

●登録検査機関の水質検査の適切な業務委
―

●水質検査体制の整備、適切な検査の実施
託と検査結果の確認

-正しい結果

●水道関係団体や都道府県による中小水道事業体への技術的な支援
●水質検査の共同化、管理体制の一体化等水道事業体間の取組

切な指導・監督
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水道事
業者等
の委託

登録検
査機関
の水質
検査

● 規則改正等による適切な委託の確保(書面契約、適切な委託料、迅速な検
査、検査内容確認、臨時検査の実施等)

● 通知による適切な業務発注の確保 (適切な特記仕様書や費用積算、精度
管理状況の把握、低入札価格調査等の活用、落札業者の積算確認)

● 日本水道協会等と連携した入札条件例、特記仕様書例、チェックリスト、標
準歩掛りの作成・配布及び研修事業の実施

● 規則改正等による水質検査の適正化(検査法告示や標準作業書による検
査実施、再委託禁止、試料採取や運搬方法の明示)

● 検査法告示に定めるべき要素の技術的な検討 (試験開始迄の時間、検量
線濃度範囲・点数、空試験実施、標準試料の差し込み分析等)

● 規則改正等による登録申請時や更新時の審査の充実(検査区域、業務規
程の検査料金・受託上限、保存書類 (検査結果の根拠書類、検査工程毎の
時刻等)の追加、受託実績)

● 登録検査機関への日常業務確認調査の技術的な検討 (調査方法、調査対
象機関及び調査結果の評価)

● 外部精度管理調査の見直しの技術的な検討 (是正措置の不十分な機関を
明確にする階層化評価)

国が実
施する調 |

査

厚生労働科学研究や食品安全委員会答申、WHOの動向など、

新たな科学的知見に基づき、検討しているところ

H22.12 厚生科学審議会生活環境水道部会で審議
(水質基準項目)

トリクロロエチレン

(0.03mg/!)

食安委評価や水道水寄与率(70%)から、現行評価値を
0.01 mg力に強化。薬品基準、資機材・給水装置の材質 (浸出
性)についても、基準を強化。

(水質管理目標設定項目)

トルエン(0.2mg/1) 食品安全委評価結果から、現行評価値を0.4mg力に変更。

農薬類 食品安全委答申を踏まえた日標値の変更 (ペンシクロン、メタラキシ
ル、ブタミホス、プレチラクロール)

(要検討項目)

過塩素酸 JECFAに示された暫定最大1日 耐用摂取量を用いて、評価
値を25μ g/Lに設定。
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全国健康関係主管課長会議

健康局 総務課

指導調査室

指導調査室

公衆衛生関係行政事務
l旨

導監査について

平成 23年度においては、各制度ごとに次の事項を重点事項として実施する
こととしている。

O原 子爆弾被爆者に対する援護に関する法律関係
・ 被爆者健康手帳の審査・交付状況
・ 健康診断の実施状況
。原爆症認定申請の事務処理状況
・ 各種手当の認定、支給事務処理状況

○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律関係 (結核に係る
施行事務に限る)

・ 健康診断の実施状況
・ 医師及び病院管理者が行う届出状況
・ 家庭訪間等指導の実施状況
・ 就業制限の実施状況
・ 入院勧告の実施状況
・ 結核医療費の公費負担事務処理状況
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O特 定疾患治療研究事業関係
・ 特定疾患対策協議会の運営状況
,特定疾患医療受給者証及び特定疾患登録者証の審査、交付状況
・ 公費負担事務処理状況
・ 連名簿及び診療報酬明細書の写し等を活用した事業評価への取組状況
・ 難病患者認定適正化事業の実施状況

また、平成22年度の指導監査においても、過去に是正改善を図るよう指摘
した事項について、不十分な事例が散見されるので、改めて指摘の趣旨をご
理解いただき、改善に向けて一層のご尽力をお願いしたい。

※「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」に係る事務指導監査についても、

本指導監査と併せて実施する予定。

保健衛生施設等施設・設備整備費補助金

目 的 :地域住民の健康増進及び疾病の予防、治療を行い、もって公衆衛生の向上に寄与する
ため、都道府県等が設置する感染症指定医療機関、エイズ治療拠点病院、難病医療拠点・

協力病院及び精神科病院等の整備促進を図る。

(1)保健衛生施設等施設整備費補助金 783百万円  (1,229百 万円 )

(2)保健衛生施設等骰盤備費補助金 1,700百万円  ( 4.598百 万円 )

・原爆医療施設         眼球あっせん機関       ・老人性認知症疾患治療病棟
・原爆被爆者保健福祉施設   ・結核研究所          ・精神保健福祉センター
原燿被燿者健康管理施設   ・感染症指定医療機関      ・医薬分業推進支援センター

・精神科デイ・ケア施設    ・地方中核がん診療施設等    ・食肉衛生検査所
。精神科救急車        ・Iイ ス治療個室等の施設     ・HIV検査・相談室
・と畜場           ・難病医療拠点・協力病院    ・市場衛生検査所
精神科救急情報センター    さい帯血バンク        ・精神科病院
マンモグラフィ検診実施機関 ・組織バンク           新型インフルエンサ患者入院医療機関
感染症外来協力医療機関

※下線は新規メニュー

※ 平成23年度整備計画については、内示後に事業の延期・中止等の事態を生じさせることがないよう、
管内の市町村等に対しても適切な指導をお願いする。

・原爆医療施設
原爆被爆者保健福祉施設

・放射線影響研究所施設
農村検診センター

・HIV検査・相談室
難病相談・支援センター

精神科病院

・結核患者収容モデル病室
感染症指定医療機関

・感染症外来協力医療機関
・多剤耐性結核専門医療機関
医薬分業推進支援センター

食肉衛生検査所
新型インフルI″

・
患者入院医療機関

・老人性認知症疾患治療病棟
精神保健福祉センター

・精神科デイ・ケア施設
・エイス治漂個室等の施設
精神科救急医療センター
結核研究所

※下線は新規メニュー
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全国健康関係主管課長会議

健康局 総務課

原子爆弾被爆者援護対策室

原子爆弾被爆者に対する援護9仕組み   _
原子爆弾被爆者に対する援護として、被爆者が受けた放射能による健康被害という、他の戦争犠牲者には見

られない「特別の犠牲Jに着目し、国の責任において、医療の給付、各種手当の支給等、総合的な保健・医療・

福祉施策を講じている。

の 以下のいずれかに該当する者であって「被爆者健康手帳」の交付を受けた者【手帳保持者 約22.8万人】
(平成21年度末)

① 原爆投下の際「被爆地域 1(広 島市 長崎市の区域 隣接地域)l_■った童
② 入市被爆者(原爆投下後2週間以内に爆心地付近(約 2km)に入市した者)

③ 救護被爆者(放射能の影響を受けるような事情の下にあった者)など

認定を受けた者には医療特別手当(月 額136.890円 )を支給 【支給対象者 約6,400人 】
(平成21年度末)

被爆者の疾病について①原爆放射線に起因し、②現に医療を要する状態にあるかを認定
:原子爆弾被爆者医療分科会にて専門的な観点から客観的に審査し、厚生労働大臣が認定

1厚 生労働大臣は、原爆■認定を行うこ当たつては 政令で定める審議会(*)の 意見を聴かなすればならない。J(破 爆者援護法第11条第2項 )

援 護 措 置 【1,478億 円 (平成23年度予算(案 ))】

1 医療の給付 (医療費の無料化)【  423億 円】
2各種手当の支給       【 944億 円】

健康管理手当 (月 額:33670円 )【 支給対象者 約196万人(平成21年度末)】 (被爆者の86%が受給)

医療特別手当 (月 額 136.890円 )【 支給対象者 約6,400人 (前出)】     など
3健康診断の実施(年 2回 )

4福祉事業の実施(居宅生活支援、原爆養護ホーム事業など)
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原爆投 卜当時の広島市・長崎市の区域及びそれに隣接する政令で定める区1或内にいた者等

原爆関係の援護施策の概要

(平成23年度予算 (案):約 1.478億 円 )

被爆者

広島市長・長崎市長・都道府県矢□事が認定して「被爆者健康手帳Jを交付
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※都道府県市にお願いしたい事項
・申請書類進達に当たつての資料の確認

医学的書類など必要資料の添付、書類記載事項の

不備の確認

平成13年 9月 7日 付健総第57号
平成20年 7月 3日 付健総発第0703001号 等参照

117

0  ‐

♂

187      120      173      199

■
 ‐  ■ | ■

♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂

麟

♂♂ ♂

198      164

■  ■
124      128

‐  ‐

ぽ

平成20年度は平成
19年度実績の約23

倍を認定

平成21年度は平成
19年度実績の約22

倍を認定

91ページ



原爆症認定制度については、平成21年 12月 に成立した「原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題の

解決のための基金に対する補助に関する法律」の附則において、原爆症認定制度の在り方について検討す
る旨が規定され、平成22年 8月 に、内閣総理大臣から原爆症認定制度の見直しの検討を進めることが表明
されたところである。

これを踏まえ、原爆症認定制度の在り方について検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ず
ることとするため、厚生労働大臣の主催により、学識経験者及び関係団体等の有識者からなる「原爆症認定
制度の在り方に関する検討会」を開催する。

※平成22年 12月 9日 に第1回を開催。

原爆症認定制度の在り方に関する検討会について

在外被爆者の方々からの原爆症認定申請について

○ 在外被爆者の方々からの原爆症認定申請については、平成20年 6月 に成立した
改正被爆者援護法 (海外からの被爆者健康手帳申請を可能とした)の附則において、
「政府は、この法律の施行の状況等を踏まえ、在外被爆者に係る原爆症認定申請の
在り方について検討を行う旨規定されている。

○ 検討の結果、被爆者援護法施行令を改正し、在外被爆者の原爆症認定申請につ
いて、日本国外からの申請を可能とした。

○申請に係るスキーム

申 請 者

く,
在外公館

じ
最後の居住地等の都道府県知事、広島市長、長崎市長

じ

厚生労働省

平成22年 4月 1日 (平成22年3月 17日 公布)

構成員

・荒井 史男 弁護士            ・田中 熙巳 日本原水爆被害者団体協議会事務局長
・石  弘光 放送大学学長         ・智多 正信 長崎市冨1市長
・草間 朋子 大分県立看護科学大学学長   ・坪井 直  日本原水爆被害者団体協議会代表委員
・潮谷 義子 長崎国際大学学長       ・長瀧 重信  (財)放射線影響研究所元理事長
・神野 直彦 東京大学名誉教授       ・三宅 吉彦 広島市副市長
・高橋 滋   ―橋大学大学院法学研究科教授 ・森 亘 (座長)東京大学名誉教授
・高橋 進  株式会社日本総合研究所副理事長 ・山崎 泰彦 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授

O施行日
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